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道路ネットワークおける移動時間信頼性を考慮

した便益評価の実用化に向けた課題と展望
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本稿では，道路ネットワーク上の移動時間信頼性に影響する要因を整理すると共に，筆者が提案してき

た手法を中心に，移動時間信頼性を考慮した交通プロジェクトの便益評価のための要素技術を紹介する．

さらに，移動時間信頼性を考慮した交通プロジェクトの便益評価の実用化に際して，関係する推計手法が

満たすべき条件を整理し，その実用化に向けた課題と展望をまとめることを試みる．
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1. はじめに

道路ネットワークにおいてドライバーの経路選択行動

を考慮して移動時間信頼性 (travel time reliability)を解析す

る研究は，朝倉ら1)，Asakura & Kashiwadani2) によって始

まった（travel time reliabilityは，所要時間信頼性，旅行時

間信頼性などと訳される場合が多いが，本稿では，移動

時間信頼性と訳すことにする）．これらの研究では，利

用者均衡配分問題において交通需要が確率的に変動する

問題を設定し，利用者均衡の概念をベースとした道路ネ

ットワークにおける移動時間信頼性の解析を行っている．

その解法として，利用者均衡配分問題の解法にモンテカ

ルロシミュレーション技術を組み合わせた方法を適用し

ている．これらの研究が契機となり，交通ネットワーク

における移動時間信頼性に関する研究は，国内外を問わ

ず，多くの研究者によって進められきた．たとえば，モ

ンテカルロシミュレーション技術の適用を必要としない

効率的な移動時間信頼性推計手法が開発されてきた．さ

らには，移動時間の変動要因である，確率的に変動する

交通需要および交通容量に関する推計技術だけではなく，

交通ネットワークにおける時間価値・時間信頼性価値の

推計技術等，道路ネットワークにおける移動時間信頼性

を考慮した便益評価に関わるさまざまな要素技術も開発

されてきた．すなわち，道路ネットワークにおける移動

時間信頼性の推計技術だけではなく，それを貨幣価値化

する便益推計技術も大きく進展してきたといえる．

そもそも移動時間信頼性とは何であろうか？道路ネッ

トワークにおいて，固定された起終点（OD）間を移動

する際，移動時間が日々変動していることは，多くの人

が経験している事実であろう．ネットワーク上の移動時

間の決定要因が何らかの原因により確率的に変動する場

合，その結果，移動時間も確率的に変動することになる．

移動時間信頼性とは，そうした確率的に変動する移動時

間のばらつき（または不確実性）の程度を意味する．よ

り厳密には，全く同じ季節・曜日・時間（帯）であった

としても移動時間は確率的に変動するが，移動時間信頼

性とは，そうした移動時間の確率的変動の程度を定量化

したものである．したがって，季節・曜日・時間（帯）

などによって移動時間が変化する場合があるが，一般的

に，そうした移動時間の変化を移動時間の確率変動とは

考えない．なぜなら，たとえば，朝の時間帯と昼の時間

帯で移動時間が異なるのは，交通需要（の平均値）が変

化した結果と解釈でき，そうした状況下では，朝の時間

帯では30分，昼の時間帯では20分というように，移動時

間に関する不確実性は存在しないとも考えることもでき

るからである．移動時間信頼性の指標は，一義的に定め

られているわけではなく，確率的移動時間の標準偏差，

分散，パーセンタイル値などが用いられる場合が多い．

ネットワーク上で移動時間が確率変動する場合，ドラ

イバーは不確実性下の交通行動を強いられることになる．

ネットワーク上のドライバーの交通行動に影響する不確

実性は，大別すると，需要面，供給面およびドライバー

の移動時間に関する認知に存在すると考えられている3)．

需要面，供給面の変動要因として，それぞれOD交通量

（交通需要），リンク交通容量が挙げられる．主にこれ

らの要因の確率変動によって，ドライバーが経験する移
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動時間の確率的変動，すなわち，移動時間信頼性が決定

されると考えることができる．移動時間が確率的に変動

する世界では，ドライバーは移動時間を正確に予測する

ことはできないと考えられる．これは，どんなにITS技

術が進展したとしても同様である．なぜなら，ドライバ

ーが移動時間を正確に予測するためには，移動時間の確

率的変動特性（たとえば，確率分布）を正確に推計（予

測）するだけではなく，その確率分布からランダムに生

起する移動時間までも正確に予測することが必要となる．

後者の予測は，「神のみぞ知る」とされる領域であり，

学術的研究の余地はほとんどないと考えられる．一方，

ドライバーの認知移動時間に関する不確実性（認知誤

差）は，ドライバーが経験する移動時間に直接関係する

ものではなく，経路選択基準に対するドライバー間の認

知の違いを表現していると考えられる4)．そのため，直

接的に移動時間信頼性に影響を与えることはないが，ド

ライバーの経路選択行動を経由して，間接的に移動時間

信頼性に影響することになる．

では，ドライバーが経験あるいは認知する移動時間に

不確実性が存在する場合，ドライバーの交通行動はどの

ように決定されるであろうか．一般的に，ドライバーは

目的地への早着，遅着を避けたいと考えるであろう．そ

こでまず挙げられるのが，出発時刻を変更するという行

動である．こうした行動により，目的地への到着時間は

ある程度制御することが可能となる．さらに，リスク

（不確実性）回避的なドライバーは，移動時間の不確実

性が高い経路を避けたいとも考えるであろう．完全情報

下の移動時間を想定した場合であっても，すなわち，移

動時間の確率分布を正確に予測できると想定した場合で

あっても，そこからランダムに生起すると考えられる移

動時間までは予測不可能であるため，リスク回避的なド

ライバーはそうした行動をとることになる．認知移動時

間に不確実性が存在しない場合，後に示されるように，

リスク回避的なドライバーの経路選択行動は，確定的モ

デルによって記述することができる．確定的モデルは，

（確定的）利用者均衡配分と同様な構造を有する問題と

して定式化可能であり，本稿では確定的モデルの適用を

前提とした議論を今後進めていくことにする．一方，ド

ライバーの認知移動時間に不確実性が存在する場合，ド

ライバーの経路選択行動は，確率的モデルによって記述

することができる．確率的モデルは，確率的利用者均衡

配分と同様な構造を有す得る問題として定式化可能であ

るが，本稿では割愛する．興味のある読者は，内田3)を

参照されたい．

一般的にネットワークにおいて交通プロジェクトを実

施した場合，現在採用されている三便益（走行時間短縮，

走行経費減少，交通事故減少）5)以外に時間信頼性向上

便益も発生すると考えられる．移動時間信頼性向上便益

を推計するためには，交通プロジェクトによる移動時間

信頼性向上効果を定量的に推計するだけではなく，その

効果を貨幣価値化する必要がある．効果の貨幣価値化の

目的は，交通プロジェクトに要する費用と比較すること

によって，その投資効率性評価を行うことであることは

言うまでもない．上記の三便益も同様な手続きによって

効果の貨幣価値化が行われている．では，移動時間信頼

性向上便益を推計できると仮定した場合，交通プロジェ

クトによる便益は，従来のものからどのように変化する

であろうか．以下では，移動時間に着目した例を示そう．

はじめに，ネットワーク上の確率的総移動時間（T）を

次式で与える．

 



A

;
a

aaaa VCVtT

ここで，Aはネットワークを構成するリンクの集合であ

り，  aaa CVt ; は，確率的リンク交通容量 (Ca) を所与と

した確率的リンク交通量 (Va)の関数として表現されるリ

ンクの移動時間関数である．リンク交通量，リンク交通

容量のうち，どちらかが確定的に与えられた場合であっ

ても，リンクの移動時間および総移動時間は確率変数と

して表現されることに注意されたい．一般的に，交通プ

ロジェクトの実施によって確率的総移動時間の平均，分

散は，両方ともに減少すると考えられる（図-1）．

 aTvar

確
率
密
度

総移動時間: T

プロジェクト実施前: Tb

プロジェクト実施後: Ta

 aTE  bTE

 bTvar

図-1 総移動時間の確率分布

交通プロジェクトによる効果の多くは，総移動時間の短

縮効果によるものである．総移動時間が確率分布してい

る場合，時間価値を と表現すると，移動時間短縮によ
る便益は，確率的総移動時間の平均の変化から推計され，

次式から推計される．

    ab TETEb  

ここで Tb，Taはそれぞれ，プロジェクト実施前，実施後

の確率的総移動時間である．上記のように推計される時

間短縮便益は，現在の評価法で推計される便益と近い値

をとるものと考えられる．さらに移動時間信頼性も考慮

した場合，たとえば，時間信頼性の指標を確率的総移動
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時間の分散（  Tvar ）とし，さらに，時間信頼性価値

をと表現すると，移動時間信頼性向上効果も含めた交

通プロジェクトによる便益は，次式から推計されること

になる．

         abab TTTETEb varvar*  

移動時間信頼性向上による便益を推計するためには，

信頼性向上効果を貨幣換算するための時間信頼性価値の

推計が不可欠となる．SPデータとRPデータを用いて時

間価値を推計したところ，SPデータによる時間価値は

RPデータによる時間価値の約半分となるケースが報告

されている6)．このように，SPデータには多種のバイア

スが含まれ，データの信頼性に課題が残されているため，

時間価値も同様であるが，時間信頼性価値は，観測デー

タ（RPデータ）に基づいて推計されることが望ましい

と考えられる．また，SPデータから時間信頼性価値を

推計しようとする場合，移動時間信頼性の指標として標

準偏差や分散を用いた場合には，被験者はその意味を理

解しづらいため，適切な回答を妨げてしまう可能性があ

る．こうした理由等から，多くの研究において時間信頼

性の指標として，パーセンタイル値が妥当であると指摘

されている7), 8)．また時間信頼性の指標についても多く

の議論がなされている9）．SPデータの適用を前提とした

場合には，筆者もパーセンタイル値が妥当であるとする

意見に関しては，基本的に賛成である．しかし，移動時

間信頼性の指標如何によらず，ネットワークレベルで観

測データに基づいて時間価値・時間信頼性価値を適切に

推計できれば，それに越したことはないとも筆者は考え

ている．さらに，ネットワーク上のリスク回避的なドラ

イバーの経路選択行動は，時間価値・時間信頼性価値と

密接に関係しているため，それらは本来，ネットワーク

レベルでドライバーの経路選択行動を内生化したフレー

ムワークを適用して推計されるべきであろう．

本稿では，特に道路ネットワークに焦点を当て，ネッ

トワーク上の移動時間信頼性に影響する要因を整理する

と共に，筆者が提案してきた手法3), 10)-12)を中心に，移動

時間信頼性向上便益の評価に必要となる要素技術を紹介

する．さらに，移動時間信頼性を考慮した便益評価の実

用化に際して，関係する推計手法が満たすべき条件を整

理すると共に，その実用化に向けた課題と展望をまとめ

ることを試みたい．本稿の構成は以下に示す通りである．

第2章では，本稿を通して多く使われる記号を示す．第3

章では，ネットワーク上のドライバーが経験する移動時

間信頼性への影響要因，すなわち確率的OD交通量と確

率的リンク交通容量を実データから推計する方法を紹介

する．第4章では，不確実性下におけるリスク回避的な

ドライバーの経路選択行動の定式化を示す．第5章では，

交通均衡概念に基づき，観測リンク交通量から時間価

値・時間信頼性価値を同時推計するネットワークモデル

を示す．第3章から第5章までに示す方法を適用すること

により，①移動時間信頼性に影響を与える不確実性，②

不確実性下のリスク回避的なドライバーの経路選択行動

および③観測データに基づく時間価値・時間信頼性価値

が推計可能となることが示される．つまり，技術的には

（机上では），移動時間信頼性を考慮した便益評価は可

能であることが示される．これに対し第6章では，現時

点で実用化に耐え得ると考えられる移動時間信頼性を考

慮した便益推計法が満たすべき条件をまとめると同時に，

残された課題についても言及する．第7章では，本稿の

まとめを行い，移動時間信頼性を考慮した便益評価に関

わる展望を示す．なお当初は，本稿に道路ネットワーク

における時間信頼性研究に関するレビューを含めること

を検討したが，詳細かつ包括的なレビュー論文7), 8)が最

近発表されたため，これに関しては，そちらに譲ること

にしたい．その代わりに本稿は，移動時間信頼性向上便

益の評価に関わる要素技術に焦点を当てるが，それぞれ

の要素技術の説明には深入りせずに横断的な説明を行っ

た上で，移動時間信頼性を考慮した交通プロジェクトの

便益評価の実用化に向けた課題と展望を示すことを主目

的としている．

2. 記号

本稿を通して使用する主な記号は，以下に示す通りで

ある．

A ネットワーク上のリンク集合

I ODペアの集合

iJ ODペア i 間の経路集合

aj リンク a が経路 jの一部であれば 1，それ

以外のときに 0をとる変数．

iQ ODペアi間の確率的交通需要

iq ODペアi間の確定的交通需要

ijF ODペア i 間の経路 jの確率的交通量

ijf ODペア i 間の経路 jの確定的交通量

aV リンクaの確率的交通量

av リンクaの確定的交通量

av̂ リンクaの観測交通量

ijp ODペアi間の交通需要が経路 jを選択する

確率

aC リンクaの確率的交通容量

 at リンクaの移動時間関数

 a リンクaの移動費用関数
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 2
a リンクaの移動時間の分散

 2
ab リンク aと bの移動時間の共分散

3. ネットワークにおける不確実性の推計

第1章で述べたように，ドライバーが経験する確率的

移動時間に影響を与える要因として，需要面のOD交通

量と供給面のリンク交通容量の確率変動が挙げられる．

本章では，観測交通量あるいは観測交通データからそれ

らの確率分布を推計する方法を紹介する．

(1) 需要面

ここではネットワーク上のリンク交通量が観測可能で

ある場合，それを用いた確率的OD交通量の推計法を紹

介する．確率的OD交通量推計における基本的な考え方

は以下に示す通りである．OD交通量が互いに独立な確

率分布に従うと仮定する．その仮定下では，ネットワー

ク上のリンク交通量は，リンク上を流れる経路交通量の

和として表現される．一方OD交通量は，ODペア間の経

路交通量の和として表現されることになる（経路交通量

は，OD交通量に経路選択確率を乗じることによって得

られる）．その結果，リンク交通量は互いに相関のある

多変量確率分布に従うことになる．ここで，OD交通量

に特定の理論的分布を仮定すれば，リンク交通量の理論

分布が推計できる．経路選択確率を所与とするか内生化

するかのバリエーションは存在するが，観測されたリン

ク交通量が尤も生起しそうなOD交通量の母数（すなわ

ち，平均，分散）を推計すれば，それからOD交通量は

得られる．すなわち，観測リンク交通量を所与とした尤

度関数が最大化されるようなOD交通量の母数を求めれ

ば良い．また，経路選択確率は適当なモデル（たとえば，

ロジットモデル等）を適用すれば，問題内で内生化する

ことも可能である．

以下では OD交通量に互いに独立なポアソン分布を仮

定した場合，ある条件下では，リンク交通量が多変量正

規分布によって近似できることを示す．観測リンク交通

量を所与とした多変量正規分布の尤度関数を最大化する

ことにより，確率的 OD交通量を推計できることになる

が，そのための具体的な定式化は行わない．具体的な定

式化に興味のある読者は，たとえば，Hazelton13), 14)を参照

されたい．はじめに，確率的 OD交通量から確率的リン

ク交通量を導くため，以下に示す 2つの仮定を置く．

・ ある日に実現される ODペア Ii 間の交通需要は，

平均が  iQE の互いに独立なポアソン分布 iQ に従

う．

・ ある日に実現する ODペア Ii の交通需要に対して，

ドライバーは経路 ij J を他の経路とは独立に ijp

の確率で選択する．

上記の 2つの仮定は， j番目の経路交通量 ijF は，平均

 iQE ，抽出率 ijp のポアソン過程からのランダムサン

プリングとなることを示している．すなわち，OD ペア

Ii 間の経路交通量 ijF ( ij J ) は，互いに独立なポア

ソン分布に従い，その平均，分散は，それぞれ次式で与

えられる．

   iijij QEpFE 

     iijij QpF varvar 2 

このとき，ネットワーク上のリンク Aa 上の交通量

（ aV ）は，次式で与えられる．

A
I J


 

aFV ij
i j

aja

i



ここで aj は，経路 jにリンクaが含まれる場合に 1，そ

れ以外のときに 0をとる変数である．また，上述した 2

つの仮定より，リンク交通量の平均，分散・共分散は，

それぞれ下式で与えられる．

    A
I J


 

aFEVE
i j

ijaja

i



    A,var,cov
I J


 

baFVV
i j

ijbjajba

i



ここで， AaVa もまたポアソン分布に従うため，そ

の分散は平均と等しく，    aa VEV var となることに

注意が必要である．次に，  iQE がある程度大きな値を

とることを仮定すると，リンク交通量は，上記の平均，

分散・共分散を有する多変量正規分布   VE ΣV ,MVN

によって近似することが可能となる 13), 14), 15)．ここで，

 VE ， VΣ は，それぞれa番目の要素が  aVE となる平

均ベクトル，a行 b列の要素が  ba VV ,cov となる分散・

共分散行列である．

(2) 供給面

ここではリンクの交通データから確率的交通容量を推

計する方法を紹介する．交通容量は，時間交通容量を表

わすものとする．交通容量を推計する1つの方法として，

道路が本来有する交通処理能力よりも低下した状態

(Traffic Breakdown)の判断基準を事前に設定し，それに基

づいて推計を行うものが挙げられる．この方法には，観

測交通データから直接Traffic Breakdown 確率を推計する

方法や確率的モデルに基づいて交通容量の確率分布を推

計する方法がある16), 17)．一方，事前にTraffic Breakdown等

の交通容量に関する基準を与えずに，自動車の追従方程

式から得られるマクロ交通流モデルを適用して交通容量

を推計する方法10), 18, 19)もある．以下では，観測交通デー

タがあれば比較的簡単に確率的交通容量を推計可能な内
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田10)で提案された方法を紹介する．一方，確率的交通容

量の共分散もネットワーク上の移動時間信頼性に大きな

影響を与えるため，内田10)では，確率的交通容量の共分

散を推計する方法も提案されている．この推計法は，紙

面の制約から割愛するが，興味のある読者は内田10)を参

照されたい．

a) 仮定
自動車の追従方程式の一般化形と位置づけられる GM

モデル 20)-24)から導かれるマクロ交通流モデルに交通流観

測データを適用し，確率的交通容量を推計することを考

える．はじめに，交通容量の確率変動（分散）に影響を

与える要因として，以下に示す 2つを想定する．

・ 追従行動に影響を及ぼすが，追従方程式において表

現されていない未知パラメータが存在する（以下で

は，要因 と呼ぶことにし，それによる確率的交通
容量の分散を 2

 によって表す）．

・ 追従方程式において表現されているパラメータ自体

が確率変数となっている（以下では，要因 pと呼

ぶことにし，それによる確率的交通容量の分散を
2
p によって表す）．

また，ネットワーク上のリンクの確率的交通容量

（C ）の分散（  Cvar ）は，次式で与えられるものと

仮定する．

  2
,

2 2var ppC   

ここで p, は，要因 と pに起因する共分散である．
したがって，確率的交通容量は，その平均を  CE とす

ると，式(1)に示す正規分布に従うことになる．

    CCENC var,~ (1)

b) 未知パラメータによる交通容量の変動
GMモデルにいくつかの境界条件を与えると，式(2)に

示すように，密度（k）と空間速度（ s）（以下では単

に速度とする）の平均値の関係を表すマクロ交通流モデ

ル（ sk  曲線）が得られる（図-2）．

 
ml

jf
k

k
sks
























1

1
1

1 (2)

ここで jk は，飽和密度である．また， fs は自由走行速

度，l，mはパラメータであり，これらは，後述する最

小二乗法により推計されるモデルパラメータである．い

ま，交通流観測データセットはn個あり，速度，密度，

交通流率が得られているものとし， i番目のデータセッ

トを（ iii xks ,, ）と表現することにしよう．速度

（ is ）は，要因 の影響により変動し，次式で与えら
れるものと仮定する．

  iii kss 

図-2 sk  曲線

図-3 sx  曲線

where    niNi ,...,1,0~ 2  ,   0,cov ji   ji 
すなわち is は，確率変数   2,~ ii ksNS からランダ

ムサンプリングされたものと仮定する（図-2）．ここで，
2 は回帰式の周りの分散であり，その推計値（ 2̂ ）

およびパラメータの推計値（ fŝ , l̂ , m̂）は，最小二乗法

を適用することによって得られる．したがって，確率的

速度  kS は，式(3)に示す正規分布に従うことになる．

    2ˆ,~ ksNkS (3)

一方，交通量保存則（ skx  ）と式(2)に示した関係か

ら，交通流率と速度の平均値の関係を表す sx  式が得
られる（図-3）．平均交通量が sx  式によって与えら
れることを仮定すると，要因 による確率的交通容量の
平均（  CE ）は，次式で与えられる．

   
1ˆ

1
ˆ1

0
0

ˆ
1max





























lm

f

j

s

s
skxCE

ここで 0s は，次式を満たす臨界速度である．

0
0





sss

x
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また，確率的交通容量の平均においては，臨界密度

（ 0k ）は，次式で与えられる．
 
0

0

s

CE
k 

導出過程は割愛するが，要因 による確率的交通容量
は式(4)に示す正規分布に従うことになる．

       




  2202 ˆ,,   kCENCEN (4)

c) 確率的パラメータによる交通容量の変動
前項で示した最小二乗法から推計されるマクロ交通流

モデルのパラメータは，確率変数の平均値であると捉え

ることができる．ここでは，パラメータの分散・共分散

を推計することによって，確率的パラメータによる交通

容量の分散を推計することを考える．はじめに，パラメ

ータ値の分散・共分散行列を推計することにする．式

(2)をパラメータ fs , l , m に関して偏微分した項

（ mslsss f  ,, ）を求める．さらに，これらの

偏微分係数に ikk   ni ,...,1 を代入したものをそれ

ぞれ is f
z ,ˆ , ilz ,ˆ , imz ,ˆ と表わすことにし，これらを用いて

次式に示す行列Zを定義する．























nmnlns

mls

mls

zzz

zzz

zzz

f

f

f

,,,

2,2,2,

1,1,1,

ˆˆˆ

ˆˆˆ
ˆˆˆ


Z

パラメータの分散共分散行列（V ）は，Zを用いて次
式によって推計できる 25)．

  21

2
,,

,
2

,

,,
2

̂






























ZZV T

mmlms

mllsl

mslss

f

f

fff

ここで，上付きのT は，ベクトルの転置操作を表して

いる．導出過程は割愛するが，要因 pによる確率的交

通容量は，式(5)に示す正規分布に従うことになる．

       222 ˆ,,   CENCEN p (5)

where

    δZZδ
12 

 TT

mmllssss

T

f
ff

m

x

l

x

s

x

ˆ,ˆ,ˆ,0 





















δ

d) 確率的交通容量の変動
導出過程は割愛するが，式(1)に示した確率的交通容

量は，式(6)に示す正規分布に従うことになる．

         




  220 ˆ,var,~ kCENCCENC (6)

式(6)は，臨界密度 ( 0k )とパラメータの確率変動による

影響度 (  )を推計できれば，回帰式の周りの分散 ( 2̂ )

は最小二乗法から得られるため，それらから確率的交

通容量の分散は容易に推計可能であることを示してい

る．

4. リスク回避的なドライバーの経路選択行動

ここでは，平均移動時間，平均移動費用および移動時

間信頼性から構成される経路評価値に基づく，リスク回

避的なドライバーの経路選択行動の定式化を示す．

(1) 移動時間
ネットワーク上のリンク移動時間は，確率的交通容量

aC を所与とした確率的交通量 aV の関数，すなわち，

 aaa CVt ; で表現されると仮定する．OD ペア i 間の経

路 jの移動時間 ( ij


) は，その経路を構成するリンク移

動時間の和として次式で与えられる．

  iaj
a

aaaij jiCVt J,I;
A

 





経路移動時間の平均，分散はそれぞれ式(7)，(8)で与え

られる．

     iaj
a

aaaij jiCVtEE J,I;
A

 





(7)

    

    

 

 ,;,2

;

;,;cov2

;varvar

A

A

2

A

A






 



 











a ab
bjajbabaab

a
ajaaa

bjaj
a ab

bbbaaa

a
ajaaaij

CCVV

CV

CVtCVt

CVt










iji J,I  (8)

(2) 移動費用
移動費用に影響を与える要因としては，燃料代，自動

車の維持管理費用などが考えられる．ここでは，ネット

ワーク上のリンクの移動費用は，確率的交通容量 aC を

所与とした確率的交通量 aV の関数，すなわち，

 aaa CV ; によって表現されると仮定する．OD ペア i

間の経路 jの移動費用 ( ij


)は次式で与えられる．

  iaj
a

aaaij jiCV J,I;
A

 





経路の平均移動費用は，式(9)で与えられる．

     iaj
a

aaaij jiCVEE J,I;
A

 





(9)
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(3) 経路選択問題の定式化
Fosgerau & Engelson26)に従い，本研究では移動時間信頼

性の指標として移動時間の分散を採用する．不確実性を

嫌うリスク回避的なドライバーは，平均移動時間（式

(7)），平均移動費用（式(9)）だけではなく，移動時間

信頼性（式(8)）も考慮に入れて経路選択を行うものと

考えられる．したがって，経路選択に用いられる経路評

価値は，平均移動時間，平均移動費用および移動時間信

頼性の 3 指標から構成され，パラメータ 0 , 0
and 0 を用いて，式(10)で与えることができる．

       ijijijij EEc 


varF (10)

ドライバーは経路評価値が最小となる経路を選択すると

想定できる．この場合，リスク回避的なドライバーの経

路選択問題は，確率的経路交通量ベクトル

 TijFF ,...,...,11F を用いて，以下に示す非線形相補性

問題として定式化できる 12)．

      0ˆˆ,ˆ,ˆsuch thatfind **  zhz0zh0zdFz TT

where

 TFFFF |J||I1|I||J|111 |I|1
.........F

 Tdd |I|1 ...d

  TE dFz ˆ

   Tqgzh 

    Tdcdc |I||J||I|111 |I|
 FFg 




       
T

I
j

ji
j

j QEFEQEFE
i














 


||

J
|I|

J
1

|I|

...q

上記の定式化では，変数ベクトルに上付きの*が付され

た場合，その変数ベクトルが均衡状態のものであること

を意味している．この表記法は，今後も踏襲することに

する．dは，OD間の利用される経路評価値ベクトルで

あり，経路評価値は式(10)から計算され，上記の定式化

では，リスク回避的なドライバーは経路評価値が最小と

なる経路を選択することが表現されている．より定式化

に忠実に表現すると，上記の定式化は，ODペア  Ii 間

で利用される経路評価値は全てに等しく *
id となり，そ

れは利用されない経路評価値よりも小さいかせいぜい等

しくなることを示しており，利用者均衡配分の自然な拡

張となっている点に注意が必要である．相補性問題の解

法については，Watling4), Lo & Chen27)を参照されたい．一

般的に，相補性問題として定式化されたリスク回避的な

ドライバーの経路選択問題では，解の一意性の保証され

ない，すなわち，リンク交通量を一意的に決定できない

問題となっている点にも注意が必要である．このことは，

後に示すように，便益推計という観点において，重要な

意味をもつことになる．

5. 道路ネットワークにおける時間価値・時間信

頼性価値の推計

交通行動における時間価値を理論的に扱う先駆的な研

究として，Becker28)やDeSerpa29)などが挙げられる．最近

では，Fosgerau & Karlström30)は，スケジューリング選好に

基づく時間信頼性価値を導出している．またFosgerau &

Engelson26)は，移動の起点と終点それぞれにおいて時間

的に変動する線形効用を想定し，それから定義されるス

ケジューリング選好に基づいた時間信頼性価値を分析し

ている．しかしながら，筆者の知る限り，ネットワーク

レベルでリスク回避的なドライバーの経路選択行動を内

生化した上で，時間価値・時間信頼性価値を推計あるい

は分析した例はない．以下では，ネットワークレベルで

リスク回避的なドライバーの経路選択行動を内生化した

上で，時間価値・時間信頼性価値を同時推計する方法12)

を紹介する．

(1) 経路評価値がリンク毎に分離可能となる場合
a) 独立な確率的リンク交通容量下の変数表現

本節では，OD交通量が確定的に与えられている状況

を想定し，それを iq と表現することにする．その場合，

経路交通量は式(11)で表現される．

iiijij jiqpf J,I  (11)

一方，リンク交通容量  AaCa は，平均，分散がそ

れぞれ   AaCE a ，  aCvar で表現される互いに独立

な正規分布に従う状況を想定すると，   0,cov ba CC

 A ba となる．

リンク交通量 av と互いに独立な確率的リンク交通容

量 aC を想定した場合，ODペア i間の経路 jの確率的経

路移動時間（ ij ）は次式で表現される．

  iajaa
a

aij jiCvt J,I;
A

 




where

A
I J


 

afv
i j

ajija

i

 (12)

同様に，確率的経路移動費用（ ij ）は次式で表現され
る．

  iajaa
a

aij jiCv J,I;
A

 






8

確率的経路移動時間および確率的経路移動費用の平均は，

それぞれ式(13)，(14)で与えられる．

     iaj
a

aaaij jiCvtEE J,I;
A

 


 (13)

     iaj
a

aaaij jiCvEE J,I;
A

 


 (14)

一方，確率的経路移動時間の分散は式(15)で与えられる．

    iaj
a

aaaij jiCv J,I;var
A

2  


 (15)

独立なリンク交通容量（    A0,cov  baCC ba ）

を仮定しているため，以下の関係が成立する31)ことに注

意が必要である．

  0,;, babaab CCvv

事項b)に示す時間価値・時間信頼性価値の推計法は，リ

ンクの平均移動時間，平均移動費用および移動時間信頼

性（   aaa CvtE ; ,   aaa CvE ; ,  aaa Cv ;2 ）は，すべ

てリンク交通量 av に関する単調増加関数であると仮定
した方法である．平均移動時間，移動時間信頼性に関し

ては，一般的に，リンク交通量 av に関する単調増加関

数となることが期待されるが11)，平均移動費用に関して

は，リンク交通量 av に関する凸関数となることが知ら

れている32)．そうした場合には，次節(2)に示すよう

に，相補性問題による定式化を適用して時間価値・時間

信頼性価値を推計する必要がある．

b) 時間価値・時間信頼性価値推計問題の定式化

時間価値・時間信頼性価値の推計問題の定式化に先

立ち，以下に示す3つの仮定を設ける．

A1. ネットワーク上のリンク交通量は計測可能であ

る．

A2. 計測されたリンク交通量は，平均移動時間，平

均移動費用および移動時間信頼性に関する制約

下におけるドライバーの効用最大化行動の結果

として現れたものである．

A3. A2で述べた 3つの制約は，観測交通量から推計

することができる．

私的限界費用に基づく経路選択行動を表現するため，

それぞれ平均移動時間，平均移動費用および移動時間信

頼性に関する式(16)-(18)に示す 3 つの仮想変数を導入す

る．

 
  

a

v

aa

aa v

dwCwtE

vt

a

 

 0

;

ˆ (16)

 
  

a

v

aa

aa v

dwCwE

v

a

 

 0

;

ˆ



 (17)

 
 

a

v

aa

aa v

dwCw

v

a

 

 0

2

2

;

ˆ



 (18)

そこで，以下に示す問題を考えよう．

[PP: primary problem]:

  dw
w

α
qqu

i

q

i
I

i


 


I 0

||1 1
,...,max (19)

s.t.


Ii

ii qt (20)

 
Ii

ii q , (21)

 
I

2

i
ii q , (22)

I iqeq iii


(23)

and (11), (12), where

   
  


ii j a

ajaa
i

ij

j a
ajaaiji vt

q

f
vtpt

J AJ A

ˆˆ 

Ii

   
  


ii j a

ajaa
i

ij

j a
ajaaiji v

q

f
vp

J AJ A

ˆˆ 

Ii

   
  


ii j a

ajaa
i

ij

j a
ajaaiji v

q

f
vp

J A

2

J A

22 ˆˆ 

Ii

 



A

ˆˆˆ
a

aaa vvt

 



A

ˆˆˆ
a

aaa vv

 



A

2 ˆˆˆ
a

aaa vv

式(19)で表わされる目的関数 u は，ネットワーク上での

直接効用関数と解釈することができる．なぜなら，目的

関数は式(24)のように変換することができ，それはコブ

ダグラス型効用関数 33)と同形式となるからである．

 






II 0

1ln
1

i
ii

i

q

i qdw
w

α
u

i

 (24)

式(24)では，OD 交通量 iq を代替財と見なしている．

0i は 1i i となるパラメータであり，仮定 A2

から，以下に示す関係を満たすものと考えられる．
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 
 








I

2

2

k
kkkk

iiii
i

qt

qt






上記パラメータは，観測リンク交通量から推計可能な

OD 交通量，経路交通量から推計可能であると考えられ

る．式(24)では，ODペア iの交通量を 0iq とした場合，

それらのトリップを終了することによって得られる部分

効用を 0，すなわち，   01ln  ii q とするため，自

然対数の中身は iq ではなく 1iq を用いている．式(23)

の  iii qee
0 は，超過需要（Gartner34) 参照）であり，

ネットワーク上に表れない OD交通量である．また iq

は

それぞれの ODペアiに与えられる定数であり，それら

は想定される最大交通需要よりも大きな値をとる必要が

ある． it は，OD ペア i の平均移動時間に関する仮想的

な価格と解釈すると，式(20)は平均移動時間に関する予

算制約と見なすことができる．同様に i , 2
i は，それ

ぞれ ODペア iの平均移動費用，移動時間信頼性に関す

る仮想的な価格と解釈すると，式(21)，(22)はそれぞれ，

平均移動費用，移動時間信頼性に関する予算制約と見な

すことができる．仮定 A3 から，式(20)-(22)の右辺（予

算）は，観測リンク交通量から計算されていることも示

されている．以上から，PP は，ネットワーク上での効

用最大化問題に，平均移動時間，平均移動費用および移

動時間信頼性に関する予算制約を付加した問題構造とな

っていることがわかる．

式(12)を式(20)-(22)に示した制約条件に代入すると，そ

れぞれ式(25)-(27)に変換できる．

   
A 0

;
a

v

aa

a

dwCwtE (25)

    
A 0

;
a

v

aa dwCwE
a

(26)

  



A 0

2 ;
a

v

aa dwCw
a

(27)

* , * , * をそれぞれ式(25)-(27) に示した制約条件の

最適なラグランジュ乗数を表わすものとする．目的関数

において，式(25)-(27)の制約条件に関する部分双対化 35)

を行うことによって，これらの最適なラグランジュ乗数

を推計することができる．PPは，制約条件(11), (12), (23)

の下で，以下に示すラグランジュ関数を最小化する問題

と等価となる．

  

  

  dw
w

dwCw

dwCwE

dwCwtELv

i

q

i

a

v

aa

a

v

aa

a

v

aa

ia

a

a






























































I 0A 0

2*

A 0

*

A 0

*

1
;

;

;min








ここで vは間接効用関数である．上記の問題で定数項を

無視すると，PP は以下に示す需要変動型利用者均衡配

分と等価な問題に帰着する．

    dwwddwCwL
i

e

i
a

v

aa

ia





I 0A 0

;ˆmin 

s.t. (11), (12) and (23) where

       
 aa

aaaaaa

Cw

CwECwtECw

;

;;;
2*

**








(28)

 
1


wq

wd
i

i
i 



経路評価値がリンク毎に分離可能な場合，経路を構成す

るリンクの評価値（式(28)）を足し合わせることによっ

て，式(10)に対応する経路評価値を得ることができる．

以上から，式(28)はリスク回避的なドライバーのリンク

評価値となっていることがわかる．時間価値，時間信頼

性価値はそれぞれ式(29)，(30)で与えられる．

*

*







 




v

v
(29)

*

*







 




v

v
(30)

PPは需要変動型利用者配分と等価な問題構造を有す

るため，解の一意性の保証された，すなわち，リンク交

通量を一意的に決定できる問題となっている．また，
* , * , * についても一意的に決定できる．これらの解
法および詳細な議論に関しては，Uchida12)を参照された

い．

(2) 経路評価値がリンク毎に分離可能ではない場合
先述した通り，一般的にリンクの平均移動費用はリン

ク交通量に関して単調増加関数とはならないことが知ら

れている32)．それだけではなく，リンク間の確率的移動

時間に相関が存在する場合，経路の移動時間信頼性は，

リンクの移動時間信頼性の和とはならないことは式(8)

に示した関係からも明らかである．経路の移動時間信頼
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性がリンク毎に分離できないのは，確率的リンク移動時

間の共分散が0とはならない，すなわち， 0ab とな

るためである．こうした状況は，確率的OD交通量と相

関のある確率的リンク交通容量のうちどちらか，または

両方を想定した場合に直面する．したがって，時間価

値・時間信頼性価値を推計するに当たって，前節で示し

たような最適化問題を構成できない．そうした場合，た

とえば，確率的OD交通量と相関のある確率的リンク交

通容量両方を想定したときには，以下に示す非線形相補

性問題として定式化する必要がある．

      0ˆˆ,ˆ,ˆsuch thatfind ***  zhz0zh0zepFz TT

where

 TFFFF |J||I1|I||J|111 |I|1
.........F

 Tp

 Tee |I|1 ...e

    TE edpFz ˆ

      Teded |I||I|11 ...ed

   Tqxgzh 

        Tedcedc |I||I||J||I|1111 |I|
 FFg 




     

 
T

ba
a b

V V

babaab

a

V

aa
a

V

aa

dwdwCCww

dwCwEdwCwtE

a b

aa

















 

  

 







A A

AA

x

0 0

00

,;,

;;

       
T

j
j

j
j QEeFEQEeFE

i













 


|I||I|

J
|I|11

J
1

|I|

...


q

       ijijijij EEc 


varF

上記の問題を解くことにより，式(29)，(30)に示すように，

時間価値，時間信頼性価値が推計される．相補性問題の

解法については，Watling4),Lo & Chen27)を参照されたい．

6. 移動時間信頼性向上による便益推計

以上では，移動時間信頼性向上による便益評価に関わ

る要素技術についてまとめた．それらは，①移動時間の

変動要因となるネットワークにおける不確実性，②不確

実性下のリスク回避的なドライバーの経路選択行動，③

ネットワークレベルの時間価値・時間信頼性価値に関わ

る推計技術である．移動時間信頼性を考慮した便益評価

の実用化、すなわち交通プロジェクト評価への適用を考

えると，どのような課題が残されているのであろうか．

本章では，上記3要素技術に関わる課題の整理を行った

うえで，移動時間信頼性向上便益の推計法が満たすべき

条件を考えてみる．

(1) 不確実性の推計可能性
ネットワークにおける不確実性の推計に関しては，確

率的OD交通量と確率的リンク交通容量の推計法をとり

あげた．はじめに，需要面を考えてみる．確率的OD交

通量の推計法は，ネットワーク上のリンク交通量が観測

可能であると仮定した方法であるが，実務でとりあげら

れているような，数千，数万のリンクからなるネットワ

ークを想定した場合，リンク交通量の観測可能性に課題

が残されている．それだけではなく，全てのリンク交通

量が所与であったとしても，大規模なネットワークでも

容易に計算可能な効率的アルゴリズムの開発が必要であ

ろう．

また，便益評価においては重要となる，将来の（確率

的）OD交通量をどのように推計するかについても多く

の課題が残されている．将来OD交通量の推計には，将

来の人口，経済状況等，これまで考慮する必要がなかっ

た不確実性を新たに考慮する必要があると考えられる．

将来OD交通量は，こうした将来状況の予測リスクにも

曝されているため，便益自体が確率分布として表現され

るような方法を適用することが必要となるであろう．た

とえば，将来状況を想定して，生起すると想定される将

来のOD交通量とその生起確率を与えると，それぞれの

OD交通量に対応した便益が確定的に推計される．ここ

で注意が必要なのは，OD交通量は確率変数として与え

られているにも関わらず，便益は確定的に推計される点

である．その便益が生起する確率は，将来OD交通量の

生起確率となっていると考えられるため，便益は将来状

況リスクを反映したものとなり，確率変数として表現さ

れる．より具体的には，確率的OD交通量の平均，分散

を現況の交通状況から推計し，さらに平均に関しては将

来状況の想定から修正しておく．将来OD交通量は，そ

うして得られたOD交通量の平均のみがさらに確率変動

すると考えることによって，便益が確率変数として表現

することが可能となる．また，OD交通量が確定的に与

えられる場合であっても，上記の方法は，一般性を失く

ことなく適用可能である．こうした方法を考えることに

よって，将来の交通状況に関わる不確実性も踏まえたプ

ロジェクト評価は可能になる考えられるが，これに関し

ては統一的な方法があるわけではない．
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次に供給面に関して考えてみる．第3章で示した供給

面，すなわち，確率的交通容量の推計法は，単路部を仮

定した方法であり，交通データが得られる場合，比較的

容易に確率的交通容量を推計することができる．しかし

ながら，自動車専用道以外では，単路部とみなせる道路

区間は多くは存在しないため，データ収集可能性に難点

がある手法であることは否定できない．そのため，でき

るだけ多くの単路部におけるデータの蓄積が図られるこ

とが肝要であろう．こうしたデータの蓄積が進めば，道

路の種級，沿道状況に応じて，確率的交通容量（平均交

通容量と分散）の標準値を設定することは可能であると

考えられる．一方，本稿では紙面の制約から割愛したが，

確率的交通容量に関するリンク間の相関（共分散）を推

計する方法も内田10)で提案されていることは前述した通

りである．確率的交通容量のリンク間相関は，移動時間

信頼性に大きな影響を与える重要な要因であると考えら

れるが，単路部という制約を考えると，ネットワーク上

で全てのリンク間の相関を推計することは不可能である．

(2) 経路選択行動の定式化
第4章で定式化を行った不確実性下のリスク回避的な

ドライバーの経路選択行動は，非線形相補性問題として

定式化されており，制約条件付き最適化問題（凸計画問

題）として定式化される標準的な利用者均衡配分と異な

る定式化が適用されていることに気付いた読者も多いで

あろう．また，第5章で示した定式化を参考にすると，

経路評価値がリンク毎に分離可能な場合，後に示すよう

に，リスク回避的なドライバーの経路選択行動は，標準

的な利用者均衡配分と同形式に定式化できることに気付

いた読者も多いであろう．非線形相補性問題（あるいは

非線形変分不等式としても定式化可能である）不確実性

下のリスク回避的なドライバーの経路選択行は，無意味

に問題を複雑化させているわけではない．移動時間信頼

性を考える場合，一般的に，経路評価値はリンク評価値

の和とはならない，すなわちリンク毎に分離可能ではな

いため，等価な最適化問題を構成できない．そのため，

リスク回避的なドライバーの経路選択行動は，最適性条

件を直接記述した相補性問題（あるいはより一般化した

変分不等式問題）として定式化する必要があったのであ

る．一方，相補性問題や変分不等式問題は，最適化問題

を一般化した問題であるため，一般性を失うことなく，

最適化問題（凸計画問題）も表現可能である36)．相補性

問題や変分不等式問題を解くためには，それらに対応し

た最適化問題を新たに構成し，それを解く必要がある．

また，最適化問題を解くための効率的な解法も多く開発

されている36)．

リスク回避的なドライバーの経路選択行動は，一般的

に，解の一意性の保証されない問題として定式化される

ことは，先述した通りである．解の一意性が保証されな

い方法を交通プロジェクトの便益評価に適用した場合，

どのようなことが起こり得るであろうか．解の一意性が

保証されないということは，便益評価値が複数個存在す

る可能性を意味するため，このことは致命的な問題とな

り得る．なぜなら，より大きい便益を与える解の存在可

能性を否定できないため，最大便益を探し続けなけれな

ならない状況が想定されるからである．それだけではな

く，プロジェクト評価の透明性，わかりやすさという点

でも問題があると言わざるを得ない．

経路評価値がリンク毎に分離可能とならない理由は，

第5章でも示した通り，リンク間の確率的移動時間に相

関（共分散）が存在するためである．もし，リンク間の

確率的移動時間に相関が存在しなければ，式(28)に示し

たリンク評価値がリンク交通量に関して単調増加関数と

なる場合には，等価な最適化問題を構成することができ

る．ここで，式(28)に示したリンク評価値は，関係する

パラメータが適切に推計されれば，リンク交通量に関す

る単調増加関数となることが期待される点は強調したい．

経路評価値がリンク毎に分離可能となるための条件は，

第5章で示した通り，OD交通量が確定的に与えられ，リ

ンク交通容量は互いに独立な正規分布に従う場合である．

その場合，リスク回避的なドライバーの経路選択問題は，

通常の利用者均衡配分の移動時間関数を式(28)で置換し

た以下に示す最適化問題として定式化され，解の一意性

は保証される．

  dwCwz
a

v

aa

a


A 0

;min  (31)

s.t. (11), (12).

形式上，式(31)のリンク評価関数には確率変数 aC が含

まれているが，リンク評価値は，リンク交通容量の平均，

分散（    aa CCE var, ）を所与とした，リンク交通量 av

の関数として表現することができる3), 11)．そのため，リ

ンク評価関数 a をリンク移動時間関数とみなすことに
よって，標準的な利用者均衡配分のアルゴリズムによっ

て容易に解くことが可能である．

本稿では，移動時間信頼性の指標として確率的移動時

間の分散を用いているが，ネットワークモデルにおいて，

確率的移動時間の分散によって移動時間信頼性を表現す

ることの意義は大きい．なぜなら，確定的OD交通量と

互いに独立な確率的リンク交通容量を仮定した場合，経

路の移動時間評価値はリンク毎に分離可能となり，リス

ク回避的なドライバーの経路選択行動は，解の一意性が

保証された凸計画問題として定式化できるからである．

こうした特徴は，たとえば，確率的移動時間の標準偏差

やパーセンタイル値によって移動時間信頼性を表現した

場合には，決して得られない．一方で分散は，直観的に
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理解しづらい指標であるため，それを用いたパラメータ

推計においては，RPデータを前提とする等の工夫は必

要であることは言うまでもない．

(3) 時間価値・時間信頼性価値の推計
第5章で示した方法を適用することにより，観測リン

ク交通量と整合する時間価値・時間信頼性価値をネット

ワークレベルで推計することは可能であると考えられる．

なぜなら，実務で扱われるような大規模ネットワークを

対象として時間価値・時間信頼性価値の推計を行う必要

性は少ないと考えられ，小規模なネットワーク上では，

リンク交通量は比較的容易に観測できると考えられるか

らである．時間価値・時間信頼性価値を推計する上で重

要な点は，ネットワークレベルでリスク回避的なドライ

バーの経路選択行動を内生化することであると考えられ

る．時間価値・時間信頼性価値は，経路選択行動に直接

影響するため，ネットワークレベルの交通行動を想定し

た場合，時間価値・時間信頼性価値の推計問題と経路選

択問題は，本来切り離して考えてはいけない問題である．

一方では，推計された時間価値が現在の評価マニュア

ルで採用されている時間価値と大きく異なる場合，過去

のプロジェクトの評価結果との比較ができない等，実用

上，多くの問題が生じる可能性がある．そのため，時間

価値は現行の評価マニュアルで採用されているものを前

提とし，第5章で示した推計法は，式(30)を式(29)で除し

た信頼性比  を推計するために適用するのが妥当であ

ろう．そのためには，評価マニュアルによる時間価値を
* と表わした場合，制約条件(25), (26)に関する未知パラ

メータ  ** , のうちの1つは， * を所与としたもう一
方のパラメータの関数として与え（たとえば，

***   として与え），時間価値を所与とした時間

信頼性比（ ***   ）を推計する問題に変換す

ることが必要となる．こうした問題の変換は容易に行う

ことが可能である．

時間価値を固定化したとしても，評価対象とするプロ

ジェクトによって時間信頼性価値が異なることは望まし

くはない．なぜなら，対象プロジェクト毎に信頼性比を

推計する必要性があり，そのためには多くの時間と労力

が投入されなければならない等の問題が生じるからであ

る．理論的には，対象ネットワークの混雑状況に応じて，

時間価値・時間信頼性価値は変化する37), 38)ものではある

が，交通プロジェクト評価への適用を前提に考えた場合，

時間信頼性比も固定化することが必要であろう．そのた

めには，多くの交通プロジェクトを対象とした時間信頼

性比の推計を行い，時間信頼性比の標準値を設定するこ

とが必要となるであろう．

(4) 時間信頼性向上による便益推計
(1)では，需要面および供給面のネットワークにおけ

る不確実性の推計可能性に関する考察を行った．需要面

では，実務で扱う大規模なネットワークを対象とした場

合，現段階では，確率的OD交通量を観測データから推

計することは困難であることを示した．一方，供給面に

関しては，確率的交通容量に関するリンク間の相関まで

推計することは，現段階では無理かもしれないが，リン

クの確率的交通容量の推計は可能であることを示した．

(2)では，リスク回避的なドライバーの経路選択行動

に関する考察を行った．ここでは，プロジェクト評価へ

の適用を想定した場合，経路選択問題においては，解の

一意性が保証されることが極めて重要となることを示し

た．そのためには，確定的OD交通量および互いに独立

なリンク交通容量を仮定して，リスク回避的なドライバ

ーの経路選択問題を定式化する必要があることも示した．

また，このことは(1)で需要面，供給面に関わる不確実

性の推計可能性について述べた結論と矛盾するものでは

ない．ここで注意が必要な点は，移動時間信頼性推計に

おいて，筆者は交通需要が確率変動することによる影響

を無視できると主張しているわけではなく，むしろ，そ

れは重要な移動時間の変動要因であると認識しつつも，

交通需要の確率変動を仮定するよりも無視した方がプロ

ジェクト評価という観点からは，問題が少ないと考えて

いることである．また，OD交通量の変動は，将来OD交

通量推計に関わる問題が主であると考えると，その影響

は，便益が確率変動すると捉える先述した推計法の適用

によって対応可能である．

(3)では，時間価値・時間信頼性価値の推計に関する

考察を行った．これらの推計に際しては，ネットワーク

レベルでドライバーの経路選択行動を内生化することの

重要性を示した．さらに，時間価値は現行マニュアルで

示したものを採用し，信頼性比のみを多くの事例から推

計し，その標準値を設定する必要性を示した．

以上をまとめると，時間信頼性向上による便益評価の

実用化に際して，関係する推計法が満たすべき条件とし

て，

①リスク回避的なドライバーの経路選択行動を解の一意

性の保証された問題（たとえば，式(31)と関係する制

約条件から構成される最適化問題）として定式化す

る

ことが挙げられる．そのためには，

②移動時間信頼性の指標を移動時間の分散とした上で，

移動時間の確率変動要因としては，互いに独立な確

率的リンク交通容量のみを想定する
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ことが必要となる．時間価値に関しては現行のマニュア

ルによるものを採用した上で，信頼性比の標準値を新た

に設定することが必要となるであろう．ここで示した条

件を満たす便益推計法では，移動時間短縮だけではなく，

移動費用削減，移動時間信頼性向上による便益もネット

ワークモデルから同時に推計されるという点で現行の推

計法とは大きく異なるものと考えられる．すなわち，交

通事故削減による便益以外はネットワークモデルから直

接推計されることになる．ここで示した便益推計法では，

実用上要求される透明性，わかりやすさは，少なくとも

確保されているものと考えられる．

一方，課題も存在する．1つ目の課題としては，リン

クの移動時間関数，移動費用関数をどのように設定する

かが挙げられる．移動時間関数については，たとえば，

標準的な利用者均衡配分で適用されるBPR関数を用いれ

ば，内田3), 10),-11)で示した方法を適用することにより，平

均移動時間，移動時間信頼性は計算可能であると考えら

れる．しかしながら，確率的交通容量と整合的なBPR関

数のパラメータをどのように推計するのか等の課題は残

されている．これらは，これまで交通容量を扱う研究，

ネットワークモデルを扱う研究は，それぞれが独立的に

行なわれており，両者を有機的に関係付ける試みが少な

かったことに起因するものと考えられるが，重要な研究

課題である．一方，移動費用関数に関しては，現行のマ

ニュアルで示されている移動速度と移動費用の関係で代

用することが考えられるが，内田32)で指摘されているよ

うに，リンクの移動費用はリンク交通量に関する単調増

加関数とはならないという問題点がある．しかしながら，

先述した通り，式(28)に示したリンク評価値が交通量に

関する単調増加関数となることが期待されるため，その

ための実証研究の進展が望まれる．さらに，適用する関

数形によって，リスク回避的なドライバーの経路選択行

動を介して，時間価値・時間信頼性価値が決定されると

考えられるため，移動時間関数，移動費用関数のさらな

る精緻化は重要課題であると捉えられる．

2つ目の課題としては，異なる分析期間を前提とする

推計法をどのように統合化するかという点にある．すな

わち，プロジェクト評価を行うためには，日単位の交通

データに基づいたドライバーの経路選択問題を考える必

要があり，日単位の交通量配分（日配分）を行う必要が

ある．日配分を行うためには，本稿でとりあげた時間交

通容量を日交通容量に変換する必要がある．日交通容量

を前提とした，BPR関数のパラメータ値も推計しなけれ

ばならない．時間交通容量を日交通容量に変換するため

の手法は，いくつか提案されている．たとえば，溝上ら
39)や松井・藤田40)を参照されたい．こうした手法を適用

することにより，時間単位の確率的交通容量を日配分へ

の入力データに変換することが可能となると考えられる

が，統一された手法があるわけではなく，残された課題

も多い．また，こうした課題は，現行の評価マニュアル

による方法においても全く同様に存在することに注意が

必要である．

本稿で紹介したネットワークにおける移動時間信頼性

を考慮した便益評価のための要素技術は，必ずしも，観

測データに基づく十分な検証がなされているわけではな

く，すぐに実用化できる段階にあるとは言えない．した

がって，その実用化のためには，実データに基づく十分

な検証が今後必要となることは言うまでもない．

7. おわりに

本稿では，道路ネットワークに焦点を当て，移動時間

信頼性に影響する要因を整理すると共に，移動時間信頼

性を考慮した交通プロジェクトの便益評価のための要素

技術を紹介した．その上で，移動時間信頼性向便益の推

計法が満たすべき条件を整理し，それに適合する便益推

計法を示した．さらに，移動時間信頼性を考慮した便益

評価の実用化に向けて残された課題についてまとめた．

適用する手法に課題が残されているからといって，プ

ロジェクトの評価を行わないという訳にはいかない．現

在のマニュアルで採用されている三便益についても，い

くつかの課題を抱えながら，それを承知の上で，それら

に基づいた交通プロジェクトの効率性評価は行われてい

る．このことと，近年の時間信頼性に関わる研究の進展

を考えると，交通プロジェクト評価において時間信頼性

向上便益を考慮しない理由は少なくなりつつあると考え

られる．もちろん，課題は解決されるべきであり，その

ための研究活動は今後も必要である．

ネットワークにおいて交通プロジェクトを実施した場

合，移動時間信頼性向上による便益は，明らかに発生す

る．さらに，研究の蓄積も図られつつあり，ある条件の

下では，ネットワークレベルで移動時間信頼性を考慮し

た便益を適切に推計できるようになったと考えられる．

ただし，移動時間信頼性を考慮した便益評価の実用化に

際しては，関係推計技術の観測データに基づいた十分な

実証がなされなければならないことは，先述したとおり

である．こうしたプロセスを経て，近い将来，ネットワ

ークにおける移動時間信頼性に関する研究成果が実用化

されるものと確信している．本稿がネットワークにおけ

る移動時間信頼性研究の実用化に少しでも貢献すること

を願ってやまない．
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(2012.9.21受付)

ISSUES AND FUTURE PROSPECT TOWARD PRACTICE OF BENEFIT
EVALUATION CONSIDERING TRAVEL TIME RELIABILITY IN ROAD

NETWORK

Kenetsu UCHIDA

In this study, factors which have an influence on travel time reliability in road network are clarified.
Estimation models associated with benefit evaluation considering travel time reliability are then presented.
The models presented in this study have been selected mainly from the models developed by the author.
Conditions which should be satisfied by the benefit estimation models are presented next. Finally, issues
and future prospect toward practice of benefit evaluation considering travel time reliability in road net-
work are presented.


